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平成27年度における規模別の基準適合率（省エネ基準・誘導基準）

大規模※1

（2,000㎡以上）

中規模※1

（300㎡以上
2,000㎡未満）

小規模（300㎡未満）※２

住宅全体※３

共同 戸建

省エネ基準適合率
（BEI：１．０）

36% 44% 51% 46% 53% 46%

外皮基準適合率 56% 59% 59% 63% 58% 59%

一次エネ基準適合率
（BEI：1.0）

42% 46% 61% 46% 64% 53%

誘導基準適合率
（BEI：0.9）

14% 17% 31% 17% 34% 24%

※３：各セグメントの着工戸数比率より加重平均して補正

※１：届出結果について、無届出物件の基準適合率を所管行政庁が督促を行い届出をさせたものの基準適合率とみなして補正したもの（面積ベース）

※２：アンケート結果について、①届出結果との比較、②届出結果に対する無届出物件の適合率の反映により補正したもの
また、戸建住宅について、事業者規模別の供給シェアで加重平均して補正したもの（戸数ベース）

外皮基準 ：戸単位
一次エネ基準：戸単位



2

平成27年度における規模別・構造別の基準適合率（省エネ基準・誘導基準）

木造 S造 RC造等 合計

省エネ基準適合率
（BEI：１．０）

85% 60% 35% 36%

外皮基準適合率 85% 70% 56% 56%

一次エネ基準適合率
（BEI：1.0） 85% 63% 42% 42%

誘導基準適合率
（BEI：0.9）

0% 32% 14% 14%

○大規模（2,000㎡以上）

※：届出結果について、無届出物件の基準適合率を所管行政庁が督促を行い届出をさせたものの基準適合率とみなして補正したもの（面積ベース）

外皮基準 ：戸単位
一次エネ基準：戸単位
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平成27年度における規模別・構造別の基準適合率（省エネ基準・誘導基準）

木造 S造 RC造等 合計

省エネ基準適合率
（BEI：１．０）

41% 60% 27% 44%

外皮基準適合率 73% 70% 34% 59%

一次エネ基準適合率
（BEI：1.0） 41% 61% 31% 46%

誘導基準適合率
（BEI：0.9）

10% 30% 8% 17%

○中規模（300㎡以上2,000㎡未満）

※：届出結果について、無届出物件の基準適合率を所管行政庁が督促を行い届出をさせたものの基準適合率とみなして補正したもの（面積ベース）

外皮基準 ：戸単位
一次エネ基準：戸単位
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平成27年度における規模別・構造別の基準適合率（省エネ基準・誘導基準）

○小規模（300㎡未満）

木造 S造 RC造等 合計

共同 戸建 共同 戸建 共同 戸建 共同 戸建

省エネ基準適合率
（BEI：１．０）

50% 45% 51% 54% 46% 55% 14% 35% 10% 51% 46% 53%

外皮基準適合率 59% 63% 58% 58% 63% 57% 17% 49% 11% 59% 63% 58%

一次エネ基準適合率
（BEI：1.0）

59% 45% 62% 64% 46% 67% 31% 45% 29% 61% 46% 64%

誘導基準適合率
（BEI：0.9）

27% 15% 29% 38% 18% 42% 3% 10% 1% 31% 17% 34%

外皮基準 ：戸単位
一次エネ基準：戸単位

※：アンケート結果について、①届出結果との比較、②届出結果に対する無届出物件の適合率の反映により補正したもの
また、戸建住宅について、事業者規模別の供給シェアで加重平均して補正したもの（戸数ベース）
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戸建住宅における事業者規模別の基準適合率（省エネ基準・誘導基準）

戸建住宅全体

着工戸数

4戸以下

省エネ基準適合率
（BEI：1.0）

53% 39%

外皮基準適合率 58% 44%

一次エネ基準適合率
（BEI：1.0） 64% 61%

誘導基準適合率
（BEI：0.9）

34% 27%

※：アンケート結果について、①届出結果との比較、②届出結果に対す
る無届出物件の適合率の反映により補正したもの（戸数ベース）

○戸建住宅（300㎡未満）全体
○年間着工戸数４戸以下の事業者の戸建住宅

○年間150戸以上の建売戸建住宅を供給する事業者※1

の建売戸建住宅

※１：住宅トップランナー制度において勧告対象となりうる事業者
（平成26年度において、45事業者・54,669戸）

※２：一次エネ基準適合率に「戸建住宅全体の一次エネ基準適合率に
対する省エネ基準適合率の割合」を乗じて補正したもの

年間150戸以上の

建売戸建住宅を

供給する事業者

省エネ基準適合率※2

（BEI：1.0）
88%

外皮基準適合率 －

一次エネ基準適合率
（BEI：1.0） 99%

誘導基準適合率※2

（BEI：0.9）
86%

※：国土交通省への報告結果（平成26年度における基準適合率）
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（参考）規模別・構造別の戸数割合

※：平成27年度建築着工統計調査より

大規模
（2,000㎡以上）

中規模
（300㎡以上
2,000㎡未満）

小規模（300㎡未満）

共同 戸建

木造
30戸 75,033戸 417,441戸 62,445戸 354,996戸

（0.1％） （31.4％） （84.6％） （66.0％） （89.1％）

S造
2,374戸 80,724戸 68,390戸 29,208戸 39,182戸

（1.9％） （33.8％） （13.9％） （30.8％） （9.8％）

RC造等
124,997戸 83,109戸 7,113戸 3,017戸 4,096戸

（98.1％） （34.8％） （1.4％） （3.2％） （1.0％）

合計
127,401戸 238,866戸 492,944戸 94,670戸 398,274戸

（100％） （100％） （100％） （100％） （100％）



2015
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省エネ基準適合率の推移
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2010年4月より省エネ措
置の届出対象を拡大

（単位：％）

2006年4月より省エネ措
置の届出を義務付け

平成11年［1999年］基準 平成25年[2013年]基準

36

44

2015

（52）

（40）

大規模
中規模

無届出物件の基準適合率を所管
行政庁が督促を行い届出をさせたも
のの基準適合率とみなして集計

大規模
中規模

2014年度までと同様、無届出物件
の基準適合率を届出のあったもの
の基準適合率とみなして集計

大規模（2,000㎡以上）
中規模（300㎡以上2,000㎡未満）
無届出物件の基準適合率を届出のあったものの基準適合率
とみなし集計

全体推計
住宅の断熱水準別戸数分布調査による推計値（戸数の割合）

2015年4月より平成25年基準（外皮
基準に加え一次エネ基準も適用）が
全面施行


